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 新宿区 中小企業の景況  
（平成2７年7月～9月期） 

１．調査内容の説明 

【調査対象業種】製造業（50 件）、印刷・同関連業（36 件）、染色業（17 件）、建設業（33 件）、情報通信業（44 件）、 

卸売業（47 件）、小売業（64 件）、飲食・宿泊業（81 件）、不動産業（48 件）、サービス業（76 件） 

※（ ）内は有効回答数 合計 496 件 

【調査方法】郵送アンケート調査 【調査機関】（株）東京商工リサーチ 【調査実施時期】平成 27 年 9 月下旬 

※ 各設問の詳細（調査票）については、産業振興課のホームページに掲載しています。 

 

２．全般的な業況、今期の特徴 

業況 D.I（「良い」企業割合－「悪い」企業割合）は▲31.8 と、前期（平成 27 年 4 月～6 月）の 

▲27.4 から低迷した。来期（平成 27 年 10 月～12 月）の見通しは▲27.7 でわずかに上向くと見込まれ

ている（図表 1）。 

業況が「良い」理由と「悪い」理由の割合は、いずれも「国内需要（売上）の動向」が最も高いが、

いずれも前期よりは影響度が弱まった。「良い」理由では、順番は 4 番目ながら「同業者間の競合」が

前期より 6.5 ポイント増加し、影響度が高まった。 

 図表 1 業況 D.I の推移                図表 2 今期業況 D.I の判断理由        （％） 

 

 

 

 

 

 

 

※最大３つまで選択 

業種別に見ると、染色業、卸売業で水面下ながら大きく改善、情報通信業、不動産業、サービス業で

も改善したが、製造業、印刷・同関連業、建設業、小売業、飲食・宿泊業で大きく低迷し、全体でも厳

しさを増した。 

来期は、卸売業、不動産業、サービス業を除く 7 業種で改善、特に建設業では厳しさが大きく和らぎ、

全体でも上向く見込み（図表 3）。 

 

 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

※東京都の数値は東京都産業労働局が毎月実施している景況調査の 10 月発表の資料によるもの。 
  （全体、製造業、卸売業、小売業、サービス業についてのみの比較となります） 
 

業況：経済全体の景気状態ではなく、個々の企業ないし産業の景気状況。 

Ｄ．Ｉ（ディーアイ）： Diffusion
ディフュージョン

 Index
インデックス

の略で、増加（又は「上昇」「楽」など）したと答えた企業割合から、減少（又は「下降」「苦しい」など）したと 

答えた企業割合を差引いた数値のこと。不変部分を除いて増加したとする企業と減少したとする企業のどちらかの力が強いかを比べて時系
列的に傾向をみようとするものである。 

-36.0  

-35.9  

-20.3  

-27.4  

-31.8  

-27.7  

-29.0 

-36.0 -35.0 

-24.0 

-33.0 

-16.0 

-80.0

-60.0

-40.0

-20.0

0.0

20.0

26年 

7～9 

 

 

10～12 

 

27年 

1～3 

 

 

4～6 

（前期） 

 

7～9 

（今期） 

 

10～12 

（来期） 

新宿区 東京都 

-27.4  

-36.6  
-42.9  

-93.8  

-23.7  
-15.8  

-28.6  
-30.2  

-15.6  -22.0  
-25.0  

-31.8  
-46.9  

-77.8  
-75.0  

-37.5  

-11.6  -8.5  

-41.0  

-30.8  

-17.8  -16.2  

-27.7  

-40.8  

-68.6  -71.4  

-24.1  

-2.4  

-8.9  

-33.3  

-23.0  -23.3  -21.4  

-33.0  -34.0  -35.0  -42.0  

-25.0  -16.0  -15.0  -13.0  -26.0  
-12.0  

-120.0

-100.0

-80.0

-60.0

-40.0

-20.0

0.0

20.0

全
体
 

製
造
業
 

印
刷
・
 

同
関
連
業
 

染
色
業
 

建
設
業
 

情
報
 
 

通
信
業
 

卸
売
業
 

小
売
業
 

飲
食
・
 

宿
泊
業
 

不
動
産
業
 

サ
ー
ビ
ス
業
 

図表３ 業況D.I、見通しD.I 
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３．業種別項目別 D.I 

●売上額 D.I 

今期は、情報通信業で大きく改善し、建設業、サービス業で持ち直した。一方で、卸売業、不動産業で低迷し、製造業、

印刷・同関連業、染色業、小売業、飲食・宿泊業で大きく低迷した。来期は、情報通信業、卸売業で減少から増加に大き

く転じ、印刷・同関連業、染色業、小売業、飲食・宿泊業で減少に大きく歯止めがかかる見込み。 
 

 

 

 

 

 

 

 

●収益 D.I 

 今期は、建設業、卸売業、不動産業で減益幅が大きく縮小し、情報通信業、サービス業も減少に歯止めがかかった。一

方で、製造業、印刷・同関連業、小売業、飲食・宿泊業で大きく減少を強め、染色業で低迷した。来期は、情報通信業で

大きく好転し、印刷・同関連業、染色業、卸売業、小売業、飲食・宿泊業で大きく改善する見込み。 
 

 

 

 

  
 
 

 

 

●資金繰り D.I 

今期は、建設業で厳しさが大きく和らぎ、染色業、不動産業で窮屈感が和らいだ。一方、製造業、印刷・同関連業、情

報通信業、卸売業、小売業、飲食・宿泊業で苦しさが強まった。来期は、印刷・同関連業、染色業、卸売業、飲食・宿泊

業で厳しさが和らぎ、小売業で今期並の厳しさで推移するが、それ以外の 5 業種は苦しさが強まる見込み。 

 

 

 

 

 

 

 

●人手 D.I 

今期は、染色業で不足から過剰に大きく転じ、印刷・同関連業で過剰から不足に大きく転じた。それ以外の 8 業種は

引き続き不足感がでている。来期は、染色業は引き続き過剰で推移するが、それ以外の 9 業種は引き続き不足気味で推

移する見込み。 
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４．新宿区（全体）における項目別 D.I 推移 

 今期は、売上額、収益は減収・減益幅が拡大し、資金繰りは苦しさが強まり、業況も低迷した。人手

は不足感が強まった。来期は、資金繰りは幾分厳しさを増し、業況は低迷するが、売上額、収益は持ち

直すと予想されている。人手は不足感が強まる見込み。 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．業種別における D.I 推移 

１）製造業 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）印刷・同関連業 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）染色業 
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業況 -93.8 -75.0 -71.4
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今期

業況 -36.6 -46.9 -40.8 -34.0

売上額 -26.2 -42.9 -39.6

収益 -22.0 -42.0 -36.7

資金繰り -16.7 -28.0 -28.6

人手 -19.0 -28.0 -34.7
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４）建設業 

 

 

 

 

 

 

 

 

５）情報通信業 

 

 

 

 

 

 

 

 

６）卸売業  
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人手 -10.7 -15.6 -20.3
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８）飲食・宿泊業 

 

 

 

 

 

 

 

 

９）不動産業 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０）サービス業  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

※「４．新宿区（全体）における項目別 D.I 推移」及び「５．業種別における D.I 推移」のマーク（前期・今期・来期）は、各 D.I の小数点第一位を 
四捨五入して付与しています。 
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業況Ｄ.Ｉ 新宿区 
前期  → 今期   →来期  

-27.9  

-20.5  
-12.0  

-25.0  

-16.2  

-21.4  

-20.0  

-27.0  -24.0  

-16.0  

-25.0  

-12.0  

-80.0

-60.0

-40.0

-20.0

0.0

20.0

26年 

7～9 

 

 

10～12 

 

27年 

1～3 

 

 

4～6 

（前期） 

 

7～9 

（今期） 

 

10～12 

（来期） 

業況Ｄ.Ｉ 新宿区 東京都 

マーク

全体 17 以上 16 ～ 7 6 ～ -4 -5 ～ -14 -15 ～ -24 -25 ～ -34 -35 以下
製造業 20 以上 19 ～ 10 9 ～ 0 -1 ～ -10 -11 ～ -20 -21 ～ -30 -31 以下
印刷・同関連業 20 以上 19 ～ 10 9 ～ 0 -1 ～ -10 -11 ～ -20 -21 ～ -30 -31 以下
染色業 20 以上 19 ～ 10 9 ～ 0 -1 ～ -10 -11 ～ -20 -21 ～ -30 -31 以下
建設業 20 以上 19 ～ 10 9 ～ 0 -1 ～ -10 -11 ～ -20 -21 ～ -30 -31 以下
情報通信業 15 以上 14 ～ 5 4 ～ -5 -6 ～ -15 -16 ～ -25 -26 ～ -35 -36 以下
卸売業 20 以上 19 ～ 10 9 ～ 0 -1 ～ -10 -11 ～ -20 -21 ～ -30 -31 以下
小売業 10 以上 9 ～ 0 -1 ～ -10 -11 ～ -20 -21 ～ -30 -31 ～ -40 -41 以下
飲食・宿泊業 15 以上 14 ～ 5 4 ～ -5 -6 ～ -15 -16 ～ -25 -26 ～ -35 -36 以下
不動産業 10 以上 9 ～ 0 -1 ～ -10 -11 ～ -20 -21 ～ -30 -31 ～ -40 -41 以下
サービス業 15 以上 14 ～ 5 4 ～ -5 -6 ～ -15 -16 ～ -25 -26 ～ -35 -36 以下

好調 普通 不調

D.I値
業種名

27年
4～6

（前期）
7～9
(今期)

10～12
（来期）

業況 -15.6 -30.8 -23.0

売上額 -6.3 -27.2 -4.9

収益 -14.6 -34.6 -18.8

資金繰り -14.6 -27.2 -22.2

人手 -33.0 -41.8 -43.0

27年
4～6

（前期）
7～9
(今期)

10～12
（来期）

業況 -22.0 -17.8 -23.3

売上額 -9.8 -16.7 -18.8

収益 -27.5 -14.6 -18.8

資金繰り -11.8 -8.5 -17.0

人手 -5.9 -8.3 -20.8

27年
4～6

（前期）
7～9
(今期)

10～12
（来期）

東京都
今期

業況 -25.0 -16.2 -21.4 -25.0

売上額 -25.0 -17.1 -30.3

収益 -26.3 -21.1 -32.9

資金繰り -12.7 -13.2 -19.7

人手 -31.3 -32.9 -36.8
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６．経営上の問題点 

 全体では、1 位「売上の停滞・減少」59.0％、2 位「利幅の縮小」30.4％、3 位「同業者間の競争の激

化」29.0％で、前期同様の順位となった。 

 業種別では、情報通信業を除く 9 業種で「売上の停滞・減少」が 1 位、情報通信業は「人手不足」が

わずかに上回った。2 位は、印刷・同関連業、建設業、不動産業、サービス業で「同業者間の競争の激

化」、情報通信業で「売上の停滞・減少」、染色業で「顧客・ニーズの変化・減少」、卸売業で「為替レ

ートの変動」、それ以外の 3 業種で「利幅の縮小」となり、業種によって傾向が分かれた。卸売業では、

「為替レートの変動」が前期に引き続き 2 位で、割合も高いことから、今後の動向が注目される。 

 

７．今後の経営上の取り組み 

 全体では、1 位「新しい取引先を見つける」41.1％、2 位「販路を拡大する」34.1％と上位 2 位には

前期から変動がみられなかったが、3 位は「人材を確保する」23.2％で、前期 4 位から順位を上げた。 

業種別では、染色業、卸売業で「新しい取引先を見つける」と「販路を拡大する」が同率 1 位、製造

業、不動産業で「販路を拡大する」、建設業、飲食・宿泊業で「人材を確保する」、それ以外の 4 業種で

「新しい取引先を見つける」が 1 位となった。建設業、情報通信業では「人材を確保する」が 4 割以上

とともに高く、今度の動向が注目される。 

 

1位 売上の停滞・減少 59.0% 売上の停滞・減少 70.0% 売上の停滞・減少 83.3%

2位 利幅の縮小 30.4% 利幅の縮小 26.0% 同業者間の競争の激化 47.2%

同業者間の競争の激化 20.0%

人手不足 20.0%

顧客・ニーズの変化・減少 20.0%

1位 売上の停滞・減少 70.6% 売上の停滞・減少 48.5% 人手不足 50.0%

2位 顧客・ニーズの変化・減少 35.3% 同業者間の競争の激化 42.4% 売上の停滞・減少 45.5%

3位 取引先の減少 29.4% 人手不足 33.3% 利幅の縮小 40.9%

1位 売上の停滞・減少 50.0% 売上の停滞・減少 71.9% 売上の停滞・減少 56.8%

2位 為替レートの変動 41.3% 利幅の縮小 26.6% 利幅の縮小 34.6%

3位 利幅の縮小 37.0% 同業者間の競争の激化 25.0% 人手不足 32.1%

1位 売上の停滞・減少 51.1% 売上の停滞・減少 52.0%

2位 同業者間の競争の激化 31.9% 同業者間の競争の激化 40.0%

3位 顧客・ニーズの変化・減少 21.3% 利幅の縮小 33.3% 　 ※　最大3つまで選択

3位 同業者間の競争の激化 29.0% 利幅の縮小 30.6%

情報通信業

小売業卸売業

不動産業

飲食・宿泊業

サービス業

全体

染色業

製造業 印刷・同関連業

建設業

1位 新しい取引先を見つける 41.1% 販路を拡大する 60.0% 新しい取引先を見つける 66.7%

2位 販路を拡大する 34.1% 新しい取引先を見つける 44.0% 販路を拡大する 44.4%

3位 人材を確保する 23.2%
既存事業で新商品・新サービス
を開発（又は取り扱い）する

26.0% 人件費以外の経費を節減する 19.4%

新しい取引先を見つける 40.0%

販路を拡大する 40.0%

宣伝・広報を強化する 26.7% 技術力を強化する 33.3%

特になし 26.7% 人材育成を強化する 33.3%

3位 技術力を強化する 20.0% 後継者を育成する 30.3% 技術力を強化する 34.1%

新しい取引先を見つける 43.5%
販路を拡大する 43.5%

新しい事業を始める 30.4%

既存事業で新商品・新サービス
を開発（又は取り扱い）する

30.4%

3位 人材を確保する 19.6%
既存事業で新商品・新サービス
を開発（又は取り扱い）する

26.6%
既存事業で新商品・新サービス
を開発（又は取り扱い）する

20.8%

1位 販路を拡大する 34.0% 新しい取引先を見つける 57.3%

2位 新しい取引先を見つける 31.9% 販路を拡大する 28.0%

人材を確保する 21.3% 　 ※　最大3つまで選択
人材育成を強化する 21.3%

2位

1位 新しい取引先を見つける 40.6% 人材を確保する 36.4%

全体

染色業

サービス業

小売業卸売業

不動産業

人材を確保する 42.4%

印刷・同関連業

情報通信業

飲食・宿泊業

製造業

建設業

26.0%

新しい取引先を見つける 50.0%1位

人材を確保する 45.5%

2位

3位 不動産の有効活用を図る 27.7%

販路を拡大する 39.1% 品揃えを改善する
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８．コメント調査結果 

１）製造業 

・ 売上・利益共に増加傾向。事業開始から 6 年経過し、一定の評価と認知度をユーザー（顧客）

から獲得している。仕入先と販売先も安定している。 

・ 東南アジア向け輸出、オリンピックに向けて文化交流の事業を展開。 

・ 業界全体としては拡大傾向にはない。その中でシェアアップが収益の安定には必要なこと。しか

しながら、製品改良の遅れにより、海外製品にシェアを奪われているのが現状。それにより、こ

こ 1～2 年は収益ダウン。お客さまからの信頼はまだ厚いので、お客様からのご協力をいただき

ながら、製品改良に取り組み中。今まで以上に、要求品質が厳しく、時間を要しているが、着実

に進展はしている。年内完成を目途に、まずは現業にて収益の改善を図る。その後新規事業への

チャレンジで、将来の業界変化に備えたい。 

・ 外国産原料の食品を加工販売しているが、円安による原料高と国内景気が改善しないことによる

外食機会の減少や販売価格低下が響いている。円安も景気も好転する兆しはなく、将来に不安を

覚える。 

 

２）印刷・同関連業 

・ 対前期では減益であるが、対前年の収益は同規模。 

・ 得意先が出版社と印刷会社なので売上げが伸びない。しかし元々の技術を生かした特殊印刷で活

路を見つけて現在は従来製品との売上げ比率が 6 対 4 程になり、業体変化に成功しつつある。 

・ 同業者間の受注競争により、慢性的に赤字傾向にある。 

・ 得意先の廃業、業界全体の仕事量の減少、仕事自体も少ない上に取引先からも値下げを要求され

る。 

 

３）染色業 

・ 着物の需要減で年々生産が減少している。しかしここ 1、2 年は同業者の減少で、生産は少し安

定している。更なる消費税率改正にて、来年以降はかなり厳しくなると思う。 

・ 需要の減少（和服）には、手の打ち様がない。 

・ 同業者間の相互競争等により、請負価格・販売価格が低下している。 

・ 収入減にて、資金繰りが厳しい。 

 

４）建設業 

・ 3 年ほど前から、売上、収益共増加傾向にある。世間の景気が少しずつ良くなっていることが要

因だと考えている。 

・ 厳しい経済状況ではあるが、着実に業務実績を延ばしている。大手百貨店・大手ディベロッパー

をはじめ、方面の優良顧客から設計または施工までの業務を請け負っている。依頼を受けてもコ

ンペ形式のため、受注額が増えても利幅は狭い。 

・ 期により、売上の増減幅が大きくなりがちである。官公庁の工事が 60％程を締めるが、その受

注次第になる。 

・ 下請への無理な強要工事、期間短縮等による増員の強要がある。近隣との作業時間の制約がある。 

 

５）情報通信業 

・ 前期と比較すると、取引先が増え、利幅も増えている。その反面、一括請負依頼の案件が増えて

いるため、運転資金先行の問題も生じている。医療関係のシステム導入、開発を行っているため、

外注ではなくプロパーを増やし、育成して行く方針であるが、今後の売上を考えると伸び悩みが

生じる。人材の確保も難しくなっている。外注も検討はしているものの、利幅が減るため難しい。 

・ システムの受託開発において協力会社を活用したいのだが、人手不足により確保が難しく、また

大幅な条件見直し（単金のアップ）となってしまう。 

・ 書籍販売が前期に引き続き低迷。業界全体として、マイナス基調から抜け出せない状況。電子書

籍など新事業でカバーするも、全体としてはやや減。大手取次の民事再生などもあり、先行き不

透明だが、堅実に売れる商品群はあるので、伸び代はまだまだあるとみている。 
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・ 昨今の大きな情報漏えい事件により、情報セキュリティ対策を強化する傾向があり、収益増の大

きな要因となっている。各企業に情報セキュリティに投資する余裕が出てきている。ただ、大手

保険会社の保守更新の終了（する予定）は減益の大きな要因となっている。 

 

６）卸売業 

・ セキュリティ関係（マイナンバー制導入）の引き合いが好調で、経営に好影響を及ぼしている。 

・ 大手電機メーカーが得意先であるが、生産の海外シフトが進み先細りの状態。産業機械・医療機

器分野の得意先へ営業するも、商品力・品質が十分でなく苦戦している。商材は電子部品。 

・ 販社が増えるにつれ増収傾向にあるが、人員が不足している。 

・ 2 年程前から検討していた新規事業が本格的に始動しているが、既存の事業で景気低迷の影響を

受け全体的に下降気調。営業職の人員不足、また高齢者が多いため、将来性に不安を感じている。 

 

７）小売業 

・ 手作業による製造販売をしている。現在は日本でトップクラスの技術力を持っているが、将来的

には技術力の向上が必要。製品の販売力の確保も必要となると考えている。 

・ 売上単価はやや上昇しているが、客数はやや減少。 

・ 人手不足による売上減少が続いている。 

・ 出版業界全体の不景気が下請である弊社へも影響し、経営は不透明な部分が多い。 

 

８）飲食・宿泊業 

・ 訪日外国人旅行客の増加傾向が続いている影響により、全体の需要が増え、当社の利用者も増加、

利益も増加している。 

・ 資金繰りも問題なく、利益も出ているが、今後さらに売上・利益を増やすべく始めた通販が軌道

に乗らない。 

・ 収益は改善しているが、経費も増えるので、キャッシュフローを増やすのが難しい。 

・ 何もしないと売上は少しずつ減少していくため、新規事業、新たなサービス提供で対応する予定。 

・ 施設の老朽化に対する改修、修繕を現在は中断している。 

 

９）不動産業 

・ 安定した収入基盤により収益は出ているものの、同業他社との競合は厳しく、大きな成長は出来

ていない。今後も、安定的経営に努める。 

・ 収益の状況は悪くない。無理せず現状を維持したい。 

・ 主要なテナントである居酒屋は二極化しており、既存の営業形態を維持継続しているテナントは

若年層の居酒屋離れから苦戦しているようである。その一方で、多様なニーズに対応して、営業

時間やメニューをフレキシブルに対応しているテナントの経営は順調な模様。綿密なマーケット

リサーチとコマーシャルによる宣伝効果で、品数が豊富で季節ごとに目玉商品を陳列しているコ

ンビニ（テナント）は売上好調を維持している。 

・ 設備老朽化による支出が毎年あり、資金繰りに影響している。 

 

１０）サービス業 

・ 前期同様に増収増益で、取引先との関係も概ね良好。 

・ 今のところは得意先が安定しているのでよいが、このままでよいのかの不安は日々ある。広告業

界では請負案件において不透明な部分は実際あり、求められること、スピード等が高くなってい

る。 

・ 受注は増加しているが、人手不足で売上と利益がなかなか増加しない。下請の確保が急務である。 

・ 主要顧客からの受注増にて、売上は伸長傾向にある。ただ人件費も増え、利益率は低くなりがち

なので、仕入をおさえる努力をしなければならない。 

・ 大手との新規取引にて増収基調にあるが、顧客の偏りがあるので、新しい取引先を見つける必要

がある。 
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 [特別調査]「訪日外国人旅行者への対応およびグローバル化」 
  

【調査結果概要】 

訪日外国人旅行者増加に対する今後の取り組みは、「行わない予定」が約 62％で最多、次いで「現時点

では未定だが、関心はある」が約 24％であった（問 1参照）。訪日外国人旅行者の増加に関連して現在実

施している取り組みは、「商品・サービス提供の外国語スキル」が約 61％で最多、次いで「外国語による

ネット上の情報発信」約 34％、「外国人社員の雇用」約 29％となった（問 1-1 参照）。既に行っている取

り組みは、情報配信や雇用に関する項目の割合が高いのに対し、今後実施したい取り組みは情報収集やス

キル習得への支援といった実践的な項目の割合が高い傾向にある。 

訪日外国人旅行者の増加に関連して今後実施したい取り組みは、「商品・サービス提供の外国語スキル」

が約 38％で最多、次いで「業界団体などを通じた情報収集」が約 25％、「社員の外国語スキル習得への支

援」約 17％となった（問 1-2 参照）。 

訪日外国人旅行者急増によるビジネスへの影響度合いは、「どちらでもない」が約 64％で最多、「わか

らない」が約 18％で続いた（問 2参照）。訪日外国人旅行者急増により、自社のビジネスにプラスの影響

が出ている企業にその内容を尋ねたところ、「売上額が増加した」が約 63％で最多、「販売数が増加した」

約 24％、「問い合せが増加した」約 19％と続いた（問 2-1 参照）。訪日外国人旅行者の増加に対する取り

組みを行う場合の課題や問題点は、「特になし」が約 64％で最多、以下「人材の不足」約 18％、「情報の

不足」約 14％と続いた（問 3参照）。 

 企業経営の国際化は、「特に実施していない」が約 71％で最多、次いで「商品・サービス提供の外国語

対応」約 14％であった（問 5参照）。ビジネス上で対応している外国語は、「英語」が約 47％で最多、次

いで「中国語」が約 20％であった（問 5-1 参照）。 
 
 
※本文中に掲載している前回調査は、平成 25 年 12 月下旬に実施したものである。 
 

問 1 訪日外国人旅行者増加に対する今後の取り組み 

訪日外国人旅行者増加に対する今後の取り組みについ
て、全体では「行わない予定」が 62.4%で最も多く、以下
「現時点では未定だが、関心はある」24.3%、「既に行って
いる」8.2%と続いた。前回調査と大きな違いがみられない
が、「行わない予定」との回答が減少傾向にある（図表特 1）。 
業種別に見ると、飲食・宿泊業は「現時点では未定だが、

関心はある」が 3 割以上を占め、「行わない予定」をわず
かに上回り最多であった。それ以外の 9業種は「行わない
予定」が最多で、建設業では 9割以上と、他の業種と比較
して回答割合が高かった。「現時点では未定だが、関心は
ある」は小売業でも 3 割以上であった。なお、「既に行っ
ている」は、いずれの業種も回答割合が低かったが、飲食・
宿泊業で唯一 2割以上を占めた。 

 

問 1-1 訪日外国人旅行者増加に関連して                                         
現在実施している取り組み（複数回答可）  

                                                                
問 1 で、訪日外国人旅行者増加に対する今後の取

り組みについて「既に行っている」と回答した企業
に、現在実施している取り組みを尋ねたところ、全
体では「商品・サービス提供の外国語スキル」が
60.5%で最も多く、以下「外国語によるネット上の
情報発信」34.2%、「外国人社員の雇用」28.9%と続
いた（図表特 1-1）。 

業種別にみると、回答 38 件のうち 19件が飲食・
宿泊業で、内訳は「商品・サービス提供の外国語ス
キル」が 63.2%で最多、以下「外国語によるネット 

上の情報発信」47.4%、「外国人社員の雇用」31.6%と続いた。その他の業種については回答総数が 10 件以
下のため参考となるが、「商品・サービス提供の外国語スキル」は、製造業、サービス業で各 3件、情報通信
業、不動産業で各 2件、「外国語によるネット上の情報発信」は情報通信業、サービス業で 2件、「外国人社
員の雇用」はサービス業で 2 件、製造業、情報通信業、小売業でそれぞれ 1件の回答があった。 

図表特 1  訪日外国人旅行者増加に対する今後の取り組み 

図表特 1-1 訪日外国人旅行者増加に関連して  
現在実施している取り組み（複数回答可） 

【調査実施時期】 
平成 27 年 9 月下旬 
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（N=481） 

※前回調査においては、「既に行っている」の選択肢はなかった。 

※前回調査では「今後行う予定」は「行う予定」として聞いている。 
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問 1-2 訪日外国人旅行者増加に関連して今後行いたい取り組み（複数回答可） 
 
問１で訪日外国人旅行者増加に対する今度の取り組みについて「行わない予定」以外と回答した企業に、

今後行いたい取り組みを尋ねたところ、「商品・サービス提供の外国語スキル」が 38.1％で最多、以下「業
界団体などを通じた情報収集」25.2%、「社員の外国語スキル習得への支援」16.8%と続いた。上位 2位は前
回調査と同様であったが、前回は「文化の理解」が 2 割以上を占め 3位であったのに対し、今回は「社員の
外国語スキル習得への支援」と「外国語によるネット上の情報発信」がわずかに上回っており、より具体的
な手段への関心の高まりがうかがえる（図表特 1-2①）。 

業種別にみると、製造業、小売業、飲食・宿泊業では「商品・サービス提供の外国語スキル」が最多で 5

割以上を占めた。卸売業、不動産業では「業界団体などを通じた情報収集」が最多となり、不動産業で 5 割
であった。情報通信業では、「外国語スキルを持つ日本人社員の雇用」が最多、サービス業では「商品・サー
ビス提供の外国語スキル」と「外国語によるネット上の情報発信」が同率最多となった。印刷・同関連業、
染色業、建設業については回答総数が 10件以下のため参考となるが、印刷・同関連業は「業界団体などを通
じた情報収集」が 3 件で最多、染色業は「業界団体などを通じた情報収収集」「文化の理解」「新規事業の立
ち上げ」がそれぞれ 1 件、建設業は「業界団体などを通じた情報収集」「社員の外国語スキル習得への支援」
が各 2件で最多であった（図表特 1-2②）。 
                                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問 2 訪日外国人旅行者の急増による                                            

ビジネスへの影響度合い 
 
訪日外国人旅行者の急増によるビジネスへの影

響度合いについて、全体では「どちらでもない」
が 64.4%で最多、以下「わからない」17.6%、「ど
ちらかというと、プラスの影響が出ている」11.9%

と続いた。「プラスの影響が出ている」と「どちら
かというと、プラスの影響が出ている」を合算し
た『プラスの影響が出ている』は 16.1％にとどま
った（図表特 2）。 

業種別にみると、いずれの業種も「どちらでも
ない」が最多で、印刷・同関連業、染色業、卸売
業、不動産業の 4業種で 7 割以上を占めた。『プラ
スの影響が出ている』は、飲食・宿泊業で 3 割以
上、小売業で 2 割以上を占め、それぞれ他の業種
と比較して割合が高い。 
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図表特 2 訪日外国人旅行者の急増による 
 ビジネスへの影響度合い 

図表特 1-2① 訪日外国人旅行者増加に関連して今後行いたい取り組み（複数回答可） 

※前回調査においては、「免税販売の実施」の選択肢はなかった。 
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54.3% 業界団体などを通じた情報収集 50.0%1位 業界団体などを通じた情報収集 30.8%
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キル

52.0%
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卸売業 小売業 飲食・宿泊業 不動産業 サービス業
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35.7%社員の外国語スキル習得への支
援
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製造業 印刷・同関連業 染色業 建設業 情報通信業

1位
商品・サービス提供の外国語ス
キル

57.1% 業界団体などを通じた情報収集 33.3%

図表特 1-2② 訪日外国人旅行者増加に関連して今後行いたい取り組み（複数回答可・業種別・上位 1 位） 
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問 2-1 訪日外国人旅行者急増によるプラスの影響  
     （複数回答可）                                         
 
問２で訪日外国人旅行者の急増によるビジネスへの影響度

合いについて、「プラスの影響が出ている」もしくは「どちら
かというと、プラスの影響が出ている」と回答した企業に、プ
ラスの影響について尋ねたところ、「売上額が増加した」が 

62.9%で最多、以下「販売数が増加した」24.2%、「問い合せが
増加した」19.4%と続いた（図表特 2-1）。 

 業種別にみると、小売業、飲食・宿泊業で「売上額が増加し
た」が最多で、飲食・宿泊業では 8割以上を占めた。回答総数
が 10件以下のため参考となるが、製造業では 3件、不動産業、
サービス業では各 4 件が「売上額が増加した」と回答し、それ
ぞれ最多であった。 

 
問 3 訪日外国人旅行者増加への取り組みを                                       

行う場合の課題や問題点（複数回答可） 
 
訪日外国人旅行者増加への取り組みを行う場合

の課題や問題点について、全体では「特になし」
が 64.3%で最多、以下「人材の不足」17.7％、「情
報の不足」14.2%と続いた。上位 2 位は前回調査
と同様であったが、前回は「業務多忙による取り
組みの推進難」が「情報の不足」を上回っていた
が、今回はほぼ同水準であった（図表特 3）。 

業種別では、飲食・宿泊業を除く 9 業種で「特
になし」が最多で、建設業で 9 割以上を占めた。
飲食・宿泊業は「人材の不足」が 3 割以上を占め
最多、また「特になし」も唯一 3 割台にとどまっ
た。回答総数が 10件以下のため参考となるが、染
色業では「人材の不足」（3件）、「情報の不足」（2

件）との回答が多かった。 

 

問 4 訪日外国人旅行者の増加による影響（自由回答） 
                                                           

・ 工房見学、体験等を検討中。（染色業） 

・ 創業より 45 年にわたり、国内の情報を英文で発信している英文雑誌出版社である。外国人旅行者お

よび居住者の増加により、売上、問い合わせともに大幅に増加している。主に飲食店の英語での販促

を行っており、英文レストラン検索サイトも運営している。（情報通信業） 

・ 弊社は語学学習書の発行が主要事業のため、需要増を期待している。（情報通信業） 

・ 出張で訪日する人たちのホテルの予約が取りにくい。（情報通信業） 

・ サービスの多言語化を図り、一早く提供を行ってきたが、競合も増えたことで差別化・区別化に苦心

している。（情報通信業） 

・ 訪日外国人旅行客のホテル宿泊が増加するとホテル納品関連の需要が拡大するが、ホテル納品業務に

携わる人員が不足する。（卸売業） 

・ 既存の国際物流(通関等）の混乱。（卸売業） 

・ 急増している訪日外国人旅行客に対し、人材の確保等の対応が追いつかない。（飲食・宿泊業） 

・ 日本人のお客様と比べると、接客の手間（時間および労力）が増える。少ない従業員数で運営してい

るため、外国人客への対応を行うと業務が滞る恐れがある。ゴミ・悪臭・大声で騒ぐなど、利用マナ

ーも良くないため、外国人客を積極的に取り込むことはしていない。（飲食・宿泊業） 

・ 路上喫煙禁止やポイ捨て禁止等のマナーやルールを理解していない訪日外国人旅行者が多数いるた

め、当社（当ビル）の周りに落とされるゴミの量が増加している。（不動産業） 

・ きっかけはスポーツ観戦であっても、日本の文明・文化・民族を理解してもらうチャンスである。

2020 年以降でも、「又、来日したい」と思ってもらえるように、弊社管理の博物館の充実を検討して

いるが、予算の上位化が必須となる。（サービス業） 

  

図表特 3 訪日外国人旅行者増加への取り組みを 
行う場合の課題や問題点（複数回答可） 

（寄せられたコメントから一部抜粋して掲載） 

 

図 2-1 訪日外国人旅行者急増によるプラスの影響 
（複数回答可） 
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問 5 企業経営の国際化（複数回答可） 
 
企業経営の国際化について、全体では「特に実施

していない」が 70.9％で最も多く、以下「商品・サ
ービス提供の外国語対応」14.4％、「外国語スキルを
持つ日本人社員の雇用」9.9％と続いた（図表特 5）。 

業種別でもすべての業種で「特に実施していない」
が最も多く、製造業、建設業で 8 割以上、染色業で
9 割以上を占めた。具体的に回答のあった中では、
飲食・宿泊業で「商品・サービス提供の外国語対応」
が 3 割以上、卸売業で「外国企業・顧客との取引」
と「外国語スキルを持つ日本人社員の雇用」が 2 割
以上と、それぞれ高い割合を占めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
問 5-1 ビジネス上で対応している外国語 （複数回答可） 
 
企業経営の国際化について「特に実施していない」以

外と回答した企業に、ビジネス上で対応している外国語
を尋ねたところ、全体では「英語」が 46.8%で最も多く、
次いで「中国語」が 20.2%、「韓国語（ハングル）」が 8.1%

と続いた。なお、「その他」では、タイ語、ベトナム語、
フランス語、ドイツ語、スペイン語、ロシア語、アラビ
ア語等の回答があった。前回調査では、韓国語（ハング
ル）が中国語を大きく上回ったが、今回は逆転した（図
表特 5-1）。 

業種別でもすべての業種で「英語」が最も多く、3 割
以上を占めている。特に、製造業、建設業、飲食・宿泊
業は 5割以上と割合が高い傾向にある。 
 

問 6 訪日外国人旅行者向けを含む商品・サービスのグローバル化について行政に望む施策（自由回答） 
 
・ 地域でインバウンド消費（訪日外国人旅行者を含む）を取り込むためのプロジェクトを企画して欲し

い。地元企業がプロジェクトに参加・協力することでビジネスとして成立する仕組作りを考えていけ

たらと思う。（印刷・同関連業） 

・ 工房の見学等に通訳を付けて欲しい。（染色業） 

・ 市場調査や新たな取組に対する助成制度を拡大してほしい。（情報通信業） 

・ 英語の習得をバックアップしてほしい。（飲食・宿泊業） 

・ 災害対応等の非常時対応をしっかりとやってもらいたい。（不動産業） 

・  Wi-Fi フリーエリアを拡大して欲しい。（不動産業） 
   

 

 

 
 

（発行） 新宿区地域文化部産業振興課 

〒160-0023 東京都新宿区西新宿 6-8-2 BIZ 新宿 

TEL 03-3344-0701（直通） 

平成 27 年 11 月発行 

（寄せられたコメントから一部抜粋して掲載） 

 

図表特 5 企業経営の国際化（複数回答可） 

図表特 5-1 ビジネス上で対応している外国語 
（複数回答可） 

図表特 5②  企業経営の国際化（複数回答可・業種別・上位 3 位） 
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外国企業・顧客との取引 6.5% 商習慣・文化の理解 3.3%

生産拠点や直営店舗等を外国に
配置

3.3%

外国人社員の雇用 3.3%

1位 特に実施していない 52.3% 特に実施していない 73.3% 特に実施していない 59.4% 特に実施していない 78.6% 特に実施していない 70.8%

2位 外国企業・顧客との取引 25.0%
商品・サービス提供の外国語対
応

15.0%
商品・サービス提供の外国語対
応

36.2% 商習慣・文化の理解 11.9%
外国語スキルを持つ日本人社員
の雇用

15.3%

外国語スキルを持つ日本人社員
の雇用

11.6%

外国人社員の雇用 11.6%

3位

卸売業 小売業

生産拠点や直営店舗等を外国に
配置

6.5%

商習慣・文化の理解 11.7%

製造業 印刷・同関連業 染色業 建設業 情報通信業

3位

商習慣・文化の理解 8.9%

13.9%

サービス業

商品・サービス提供の外国語対
応

8.9%

飲食・宿泊業

外国語スキルを持つ日本人社員
の雇用

22.7%

商品・サービス提供の外国語対
応

15.4%

外国語スキルを持つ日本人社員
の雇用

15.4%

不動産業

商品・サービス提供の外国語対
応

9.5% 外国企業・顧客との取引


